
貸  借  対  照  表 
令和 4 年 3 ⽉ 31 ⽇  現在 

株式会社医器研   単位︓   円 
資  産  の  部 負  債  の  部 

科     ⽬ ⾦     額 科     ⽬ ⾦     額 
 【流動資産            】 【  2,907,186,110】  【流動負債              】 【  1,029,394,906】 
  現 ⾦ 252,299   電⼦記録債務 385,242,775 
  普通預⾦ 2,491   設備電⼦記録債務 0 
  受取⼿形 4,344,769   買掛⾦ 356,985,209 
  売掛⾦ 390,066,812   未払⾦ 34,479,060 
  未収⼊⾦ 7,900,442   未払費⽤ 12,175,348 
  製品 30,340,360   設備未払⾦ 5,158,560 
  原材料 533,919,432   仮受⾦ 809,039 
  仕掛品 4,770,329   未払消費税 20,046,300 
  貯蔵品 18,618,436   預り⾦ 1,460,237 
  前払費⽤ 4,262,695   未払法⼈税等 116,631,250 
  前払⾦ 1,700,000   品質対策引当⾦ 44,472,280 
  ⽴替⾦ 7,698,565   賞与引当⾦ 45,526,460 
  CMS預け⾦ 1,865,146,480   棚卸資産評価損引当⾦ 6,408,388 
 短期繰延税⾦資産 38,163,000  【固定負債              】 【    114,774,623】 
 【固定資産            】 【    320,428,374】   退職給与引当⾦ 114,774,623 
  （有形固定資産    ） （    88,459,562） 負債の部合計 1,144,169,529 
  建物附属設備 101,202,055   
  構築物 1,358,000   
  機械装置 28,107,015 純 資 産 の 部 
  ⼯具器具備品 501,255,922   【株主資本              】 【  2,083,444,955】 
  ⼀括償却資産 985,067     【資本⾦              】 【     290,000,000】 
  建附設備-償却累計額 △56,273,308     【資本剰余⾦          】 【        550,000】 
  建設仮勘定 3,000,000       資本準備⾦ 550,000 
  構築物-償却累計額 △1,357,999     【利益剰余⾦          】 【  1,792,894,955】 
  機械等-償却累計額 △20,917,069       利益準備⾦ 71,950,000 
  ⼯具等-償却累計額 △468,900,121     （その他利益剰余⾦    ） （ 1,720,944,955） 
 （無形固定資産    ） （    12,852,830）       別途積⽴⾦ 3,700,000 
  電話加⼊権 469,894       繰越利益剰余⾦ 1,717,244,955 
  ソフトウェア 12,305,395   
  商標権 77,541   
 （投資その他の資産  ） （   219,115,982）   
  出資⾦ 110,000   
  保証⾦ 1,504,437   
  ⻑期前払費⽤ 182,331,545   
  ⻑期繰延税⾦資産 35,170,000 純資産の部合計 2,083,444,955 

資産の部合計 3,227,614,484 負債・純資産の部合計 3,227,614,484 

 



 個 別 注 記 表  
 令和 3 年 4 ⽉  1 ⽇から 
 令和 4 年 3 ⽉ 31 ⽇まで 

 
【重要な会計⽅針に係る事項に関する注記】 
 
 貸借対照表および損益計算書の作成に当たって採⽤した重要な会計処理の原則および⼿続きは次の通り 
 であります。 
 
 １．棚卸資産の評価基準及び評価⽅法 

（１）製品・原材料・・・・・・・・・・・・・・・ 総平均法による原価法 
（２）貯蔵品・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 最終仕⼊原価法による原価法 

 
２．固定資産の減価償却の⽅法 

（１）有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・ 定額法 
（２）無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・ 定額法 
    ＊ただし、ソフトウェア（⾃社使⽤分）については、社内における利⽤可能期間（5 年）に基づく定額法によっ

ております。 
（３）所有権移転外ファイナンス・リース取引・・・ リース定額法 

＊尚、耐⽤年数および残存簿価は法⼈税法に規定する⽅法と同⼀の基準によっております。 
 
３．引当⾦の計上基準 

（１）賞与引当⾦ 
   従業員の賞与⽀払に備えるため、⽀給⾒込額を計上しております。 
（２）退職給与引当⾦ 

   従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の⾒込額に基づき計上しております。 
（３）品質対策引当⾦ 

   製品に対する無償サービスの⽀出に備えるため、無償交換部品実績に基づき⾒込額を計上しております。 
（４）棚卸資産評価損引当⾦ 

   棚卸資産の評価損失に備えるため、会計規定に基づき評価損失⾒込額を計上しております。 
 
４．収益及び費⽤の計上基準 

商品⼜は製品の販売に係る収益は、主に卸売⼜は製造等による販売であり、顧客との取引基本契約基づいて商品
⼜は製品等を引き渡す履⾏義務を負っております。当該履⾏義務は、商品⼜は製品を引き渡す⼀時点において、顧
客が当該商品⼜は製品に対する⽀配を獲得して充⾜されると判断し、引き渡し時点で収益を認識しております。 

 
５．リース取引の処理⽅法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引
に係る⽅法に準じた会計処理を採⽤しております。 

 
６．連結納税制度の適⽤ 

当事業年度から連結納税制度を適⽤しております。 
 
７．連結納税制度からグループ通算制度への移⾏に係る税効果会計の適⽤ 

当社は、翌事業年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移⾏することとなります。ただし、「所得税法等の⼀
部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設されたグループ通算制度への移⾏及びグループ通算制度
への移⾏にあわせて単体納税制度の⾒直しが⾏われた項⽬については、「連結納税制度からグループ通算制度への移
⾏に係る税効果会計の適⽤に関する取扱い」（実務対応報告第 39 号 2020 年 3 ⽉ 31 ⽇）第 3 項の取扱いに
より、「税効果会計に係る会計基準の適⽤⽅針」（企業会計基準適⽤指針第 28 号 2018 年 2 ⽉ 16 ⽇）第 44
項の定めを適⽤せず、繰延税⾦資産及び繰延税⾦負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。 



 
なお、翌事業年度の期⾸から、グループ通算制度を適⽤する場合における法⼈税及び地⽅法⼈税並びに税効果会

計の会計処理及び開⽰の取扱いを定めた「グループ通算制度を適⽤する場合の会計処理及び開⽰に関する取扱い」
（実務対応報告第 42 号 2021 年 8 ⽉ 12 ⽇）を適⽤する予定であります。 

 
８．消費税の会計処理⽅法 
  消費税及び地⽅消費税の会計処理は、税抜⽅法によっております。 
 
 
 
【貸借対照表に関する注記】 
 
１．貸借対照表および損益計算書の記載⾦額は、表⽰単位未満の端数を切り捨てて表⽰しております。 
 
２．貸借対照表 

⽀配株主に対する⾦銭債権及び⾦銭債務 
   短期⾦銭債権     337,201 千円 
   短期⾦銭債務       5,658 千円 
 
３．税効果会計に関する注記 

繰延税⾦資産の発⽣の主な原因 
 賞与引当⾦損⾦算⼊限度超過額                     13,867千円 
 退職給付引当⾦損⾦算⼊限度超過額   34,960千円 
 品質対策引当⾦損⾦算⼊限度超過額   13,546千円 
 棚卸資産評価損引当⾦損⾦算⼊限度超過額   1,951千円 
 そ     の     他      9,009千円 
------------------------------------------------------------------------- 
 繰延税⾦資産合計                            73,333千円 
 
 
 

【当期純利益⾦額】 
  当期純利益⾦額     307,218,570 円 


